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既存建築物の
改修ZEB（ﾈｯﾄ・ｾﾞﾛ・ｴﾈﾙｷﾞｰ・ﾋﾞﾙ）事例

■本日の内容

既存建築物の
改修ZEB（ﾈｯﾄ・ｾﾞﾛ・ｴﾈﾙｷﾞｰ・ﾋﾞﾙ）事例

1．省エネルギー施策の動向
2．WEBプログラムによる省エネ計算
3．ZEBとは何か
4．改修ZEBのコンサル
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●一次・二次エネルギー、電気とガスはどう違うか？

■一次エネルギー
化石燃料レベルのエネルギー

■二次エネルギー
建築物・住宅などで使うエネルギー
電気・都市ｶﾞｽ・ﾌﾟﾛﾊﾟﾝｶﾞｽ・石油製品（ｶﾞｿ
ﾘﾝ・灯油・重油）など

電気1kWの場合
3600kJ／7960kJ
＝37％

ｴﾈﾙｷﾞｰ利用率
100％

ガス100100一次ｴﾈﾙｷﾞｰ
（天然ｶﾞｽ・ﾌﾟﾛﾊﾟﾝｶﾞｽ

など）

ガス1m³Nの場合
45.0MJ/m³N／45.0
＝100％

一次ｴﾈﾙｷﾞｰ
（石油・天然ｶﾞｽ・石炭・
水力・原子力・太陽光・

風力など）

ﾛｽ
63％

一次エネ換算係数 1kWh（3,600kJ）＝9,760kJ
（R4年改正省エネ法 1kWh＝8,640kJ）

●ビルの消費エネルギーを、人間の必要エネルギーと比べると？

69W
53W

・改修ZEBの一次エネルギー消費量原単位は
850 MJ/㎡年：都大規模事業所の約70％

（1,164 MJ/㎡年：都区分Ⅰ事業所15％値）
・850MJ/㎡年÷2,875MJ/人年≒ 0.3 人/㎡

人員数＝50,000㎡×0.3人/㎡＝ 15,000人

・床面積当たり、人間換算で0.3人分ぐらいの
エネルギーを消費している！

・ビル全体では、まるで１.5万人分の食事エネ
ルギーを使っている「巨大な生き物」だ！

・一世帯の年間一次ｴﾈﾙｷﾞｰ消費量27.3 GJ/年戸
とすると、（環境省R4年調査、関東甲信）
850 MJ/㎡年×50,000㎡÷27.3 GJ/年戸
＝ 1,600戸！

・日本医師会が定める1日に必要なエネルギー量
推定エネルギー必要量
＝基礎代謝量×身体活動レベル係数

・成人男子（30～49才）が年間250日、オフィス
で働く場合、年間必要エネルギー量は
＝1,570 kcal/人日×1.75
＝2,750 kcal/人日×250 日/年
＝687 Mcal/人年 ×4.186 J/cal
≒  2,875 MJ/人年
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■1．省エネルギー施策の動向 省エネルギー建築の歩み 1-1

241029 ZEBのデザインメソッド（日建設計丹羽）に追加作成

1960 19801970 1990 20102000 20302020

’62 沈黙の春
ﾚｲﾁｪﾙ・ｶｰﾙｿﾝ

’72 成⾧の限界
ﾛｰﾏｸﾗﾌﾞ

’79 省ｴﾈﾙｷﾞｰ法

’86 
「持続可能な開発」

ﾌﾞﾙﾄﾗﾝﾄ委員会

’92 ﾘｵ地球環境ｻﾐｯﾄ
ｱｼﾞｪﾝﾀﾞ21

’97 京都議定書
COP3

’02 温対法

’08 洞爺湖ｻﾐｯﾄ

’11 東日本大震災
’15 建築物

省ｴﾈﾙｷﾞｰ法

自然自然エネルギー
利用

省エネルギー建築
パッシブデザイン

エコロジカル建築
グリーン建築

環境親和型建築
サステナブル建築

低炭素建築 省CO2建築
ZEBゼロ・エネルギー・ビル

’73 第一次ｵｲﾙｼｮｸ
’79第二次〃

’00 ｺﾛﾅ時代～
2050年ｶｰﾎﾞﾝﾆｭｰﾄﾗﾙ宣言

■省エネ法（経産省）
✓建築物：建築主に対し省エネ努力義務

・2002年 省エネ計画書の届出義務（2000㎡以上）
・2006年 大規模修繕の届出と定期報告の義務

✓工場等：特定事業者（1500kℓ以上）に対し報告義務
・エネルギー管理者の選任義務
・中⾧期計画の提出義務
・エネルギー使用状況などの定期報告義務

■建築物省エネ法（国交省）
✓省エネ計画書の届出義務
✓建築確認申請と連動した

適合性判定義務

■温対法（環境省）
✓温室効果ガス排出量の届出義務
✓地球温暖化対策計画の策定義務

設計

施工

運用

’21気候ｻﾐｯﾄ 2030年度
2013年比46％削減

■1．省エネルギー施策の動向 部門別のエネルギー消費の推移 1-2

250818 エネルギー動向_2025年6月版（資源エネルギー庁）より引用
230526 脱炭素社会に向けた住宅・建築行政の動向（IBECsフォーラム 国交省 今村）

最終エネルギー消費と実質GDPの推移 最終エネルギー消費の部門別割合

✓1973年度から2023年度にかけての部門別の最終エネルギー消費の推移を見ると、企業・事業所他部門が0.8倍（産業部門10.7倍、業務他部門
1.8倍）、家庭部門が1.7倍、運輸部門が1.5倍
✓企業・事業所他部門では、経済成⾧する中でも、製造業を中心とした省エネの進展等により、最終エネルギー消費が同程度の水準で推移
✓一方、家庭部門や運輸部門では、エネルギー利用機器や自動車の普及等により最終エネルギー消費が増加

・1973年度から2023年度にかけて産業部門が減少する中、業務部門1.8倍、家庭部門1.7倍とエネル
ギー消費量は大きく増加し、現在では全エネルギー消費量の約3割を占めている

・建築物における省エネルギー対策の抜本的強化が必要不可欠

1018 ｴｸｻｼﾞｭｰﾙ
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■1．省エネルギー施策の動向 住宅・建築分野の省エネ関連目標 1-3

251029 2 住宅・建築物に関する省エネ・省ＣＯ2施策の動向（国交省）

目標をバックキャスティング思考で決定。

■1．省エネルギー施策の動向 住宅・建築物分野の省エネ対策 1-4

251029 2 住宅・建築物に関する省エネ・省ＣＯ2施策の動向（国交省）

2024年J-CATを公開、2028年度を目途に、延床面積5,000㎡以上の建築物を対象として、カーボン排出を中心とした
建築LCA（ライフサイクルアセスメント、材料製造から建設・使用更新・解体）の算定を促す制度を開始予定

・既存建築物省エネ化推進事業
・コミッショニングで省エネ化
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■1．省エネルギー施策の動向 建築物省エネ法による適合義務の拡大 1-5

190820 建築物省エネ法の改正概要と今後のスケジュール等について(国交省)＋小林一部追加

適合義務
[建築確認手続き

に連動]

適合義務
[建築確認手続き

に連動]

トップランナー
制度

2017(H29)年4月～ 2021(R3)年4月～ 2025(R7)年4月～

適合義務
[建築確認手続きに連動]

・大規模建物（2000㎡以上）のみが
適合義務

・中規模（300㎡以上2000㎡未満）
は届出義務

・小規模（300㎡未満）は努力義務

・中規模建築も適合義務
・小規模建築は基準適合の努力義務

建築主への説明義務

・小規模建築も適合義務
・住宅は規模に関わらず適合義務

240630資料４中規模非住宅建築物の省エネ基準の見直しについて

■1．省エネルギー施策の動向 建築物省ｴﾈ法による省エネ基準の引き上げ 1-6

R6 R8 4月以降 R12 ZEB Oriented
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■1．省エネルギー施策の動向 建築物省ｴﾈ法による誘導基準の引き上げ 1-7

220822 誘導基準・低炭素認定基準の見直しについて（国交省）

R4 R4

2026年4月大・中規模0.75～0.85

■1．省エネルギー施策の動向 省エネ基準の半世紀の変遷 1-8

1993 1999 2013 20161980

20302024 2026

1.0
1.0

0.8

1.0
0.8

0.8

0.8
0.6

0.6
0.65

＜事務所建物の基準＞
H28年基準比

空調対象
5設備対象

10％基準強化
2002(H14)年届出の義務化
2003(H15)年全建築用途の基準値を制定

ポイント法(仕様基準)の策定

2013(H25)年一次エネルギー
消費量基準の導入

0.39
0.52

0.5 一次エネ基準は
15.3％削減
（6地域）

0.65

0.5

1979年～省エネ法（経産省） 2015年～建築物
省エネ法（国交省）

小規模300㎡未満

中規模300㎡～2000㎡

大規模2000㎡以上

120831 資料1-1省エネルギー基準の見直しの今後の方向性について、130331省エネルギー基準改正の概要（国交省）より作成
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・省エネ法ではH5年基準で全設備が規制対象となり、京都議定書後のH11基準で更に10％の基準強化
・2011年被害日本大震災を経て、H25年基準から一次エネルギー消費量基準を導入し、建築物省エネ法が誕生
・H28年基準以降、エネルギー消費性能の水準は3段階の計画的な引き上げを実施
・2030年には1970年代のS55年基準以前と比べて、半世紀の50年間で50％程度の水準まで基準強化する見通し

’08 洞爺湖ｻﾐｯﾄ

地
球
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化
対
策
法
2
0
0
2
年

洞
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ッ
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2
0
0
8
年
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■2．WEBﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑによる省エネ計算 H25年/28年省エネ基準の特徴 2-1
・設備ごとに評価するH11年基準のエネルギー消費係数CECから、 H25年基準は建物全体の省エネルギー性能を

評価する「一次エネルギー消費量」の基準へ変更
・外皮性能はPAL（パル）から新たな「PAL＊（パルスター）」に改定、性能向上計画の誘導基準に適用

省エネ法（経産省） 建築物省エネ法（国交省）

（非住宅・住宅）
一次エネ換算係数
1kWh＝9760kJ

（R4年改正省エネ法）
1kWh＝8640kJ

PAL＊

空調エネルギー消費係数
Coefficient of Consumption

年間熱負荷係数
Perimeter Annual Load

130507省エネルギー基準_H25年改正ポイント(国交省)

UA値

ηA値

1999年 2013年

・地域区分：8地域

・気象データ：拡張ｱﾒﾀﾞｽ気象ﾃﾞｰﾀ標準年1995年版
・カレンダー：平日、土曜、休日の日数6パターン
・建物用途 ：10建物用途
・標準室使用条件：201室用途
・WEBプログラム計算仕様書：設備別計算ロジック

・基準一次エネルギー消費量の設定 →
✓2010(H22)～2011(H23)年に届出された省エネ計画書

の分析、各種文献調査などを実施
✓この検討結果を総合し、2013(H25)年時点における

標準的な外皮・設備仕様を基準仕様として整理
✓基準仕様の値を用いてWEBプログラムで計算した

結果を8地域×10建物用途×201室の基準値に設定

・外皮性能の基準PAL＊の設定も同様 →

■2．WEBﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑによる省エネ計算 一次エネルギー消費量の計算条件 2-2

140602準値に関する情報(平成25年版) (技術情報・非住宅)

365日×24時間＝8760時間/年
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■2．WEBﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑによる省ｴﾈ計算 一次エネ算出式と省エネポイント-1 2-3

220629 資料5②大規模非住宅建築物の省エネ基準の引上げについて（国交省）
240603資料4_中規模非住宅建築物の省エネ基準の見直しについて（国交省）

モジュール形
空冷ヒートポンプチラー ビルマルチ室外機(台数制御機)

任意評定書取得モデル（T社）今春発売！
縦軸ポンプ コンパクト形空調機

昇降機Ｅ＝ 積載質量 × 定格速度 × 台数 ×運転時間 ／ 860 × 速度方式によって定められる係数 ×fpri

交通計算（バンク分け、台数削減） VVVF制御、電力回生の採用

太陽光Ｅ＝ システム容量 × 総合設計係数 × 設置面の日射量 ／ 基準日射強度[1.0kW/㎡] ×fpri

（加熱負荷+配管損失）

６つの補正係数の積
太陽電池の種類
アレイ設置方式

パネルの方位角・傾斜角

：創エネルギー増加

■2．WEBﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑによる省ｴﾈ計算 一次エネ算出式と省エネポイント-2 2-4

220629 資料5②大規模非住宅建築物の省エネ基準の引上げについて（国交省）
240603資料4_中規模非住宅建築物の省エネ基準の見直しについて（国交省）
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■2．WEBﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑによる省エネ計算 一次エネ消費性能BEIの考え方 2-5
・評価対象となる建築物において、設計建物の仕様で算定した設計一次エネルギー消費量が、基準仕様で算定し

た地域ごとに建物用途・室用途別に定められた基準一次エネルギー消費量以下となることを基本。
・太陽光発電設備、コージェネレーション設備による創エネ効果は、エネルギー削減量として差し引く。

・ｺｰｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝ設備の設置

130507省エネルギー基準_H25年改正ポイント(国交省)・190820改正建築物省エネ法の各措置の内容とポイント-中大規模向け-（国交省）

ﾋﾞｰｲｰｱｲ Building Energy Index
指標

≦省エネ基準値

8地域
10建物用途
201室用途

■2．WEBﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑによる省エネ計算 外皮性能BPI（PAL＊）の考え方 2-6
・評価対象となる建築物において、設計建物の仕様で算定したペリメータゾーンの設計年間熱負荷係数が、基準

仕様で算定した地域ごとに建物用途別に定められた基準年間熱負荷係数以下となることを基本。

: New Perimeter Annual Load

貫流熱・夜間放射

日射熱

人体・照明・OA機器

外気負荷

5m

5m

◎外皮性能指標：BPI  ﾋﾞｰﾋﾟｰｱｲ Building Palstar Index

BPI ＝ ≦省エネ基準値

150715改正省ｴﾈ基準の評価手法概要(建築研究所)
190820改正建築物省エネ法の各措置の内容とポイント-中大規模向け-（国交省）

設計PAL＊
基準PAL＊

基準仕様：8地域・11建物用途（部位別含む）
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■3．WEBﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑによる省エネ計算 1つのプログラム・3つの計算法 2-7
・設計建物内の全ての室単位で、床面積と外皮の仕様や設置設備機器等の仕様を入力し、一次エネルギー消費量

を算定して評価を行う標準入力法【詳細計算法】
・建物用途ごとに形状や室用途構成などを想定（モデル建物）、このモデル建物に対して設計建物の外皮や設備

の代表仕様を適用した場合の値を算定して評価を行うモデル建物法（通常版）【簡易計算法】
・小規模建物（300㎡未満）に対して入力項目を簡素化したモデル建物法（小規模版）【超簡易計算法】

190731建築物省エネ基準の一次エネ算定条件と計算理論解説講習(国総研宮田)

BPIs

BEIs

小規模版

・計算結果PDF
・設備別詳細結果CSV

■3．ZEBとは何か ネット・ゼロ・エネルギー・ビルとは？ 3-1

160212 ZEBロードマップ検討委員会におけるZEBの定義・今後の施策など（経産省）、 環境省HP

太陽光発電設備
ｺｰｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝ設備
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■3．ZEBとは何か 建築的ﾊﾟｼｯﾌﾞ手法×設備的ｱｸﾃｨﾌﾞ手法で省ｴﾈ化 3-2

（アクティブ手法）

160212 ZEBロードマップ検討委員会におけるZEBの定義・今後の施策など（経産省）

（パッシブ手法）

■3．ZEBとは何か 省エネの割合とZEBの種類 3-3

160212 ZEBロードマップ検討委員会におけるZEBの定義・今後の施策など（経産省）、環境省HP

・省エネのみで50％以下まで削減したものをZEB Ready
その上で太陽光発電などでエネルギーを創ることで、正味
でゼロエネルギーを目指す
・省エネ＋創エネで25％以下まで削減（正味で75％以上
削減）したものをNearly ZEB
・省エネ＋創エネで0％以下まで削減（正味で100％以上
削減）したものを『ZEB』
・ただし、高層の大規模建築物などでは屋上面積が限られ、
エネルギーを創ることに限界があるため、評価に考慮し
ZEB Orientedを設定（2019年2月）
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■3．ZEBとは何か ZEBチャートの使い方 3-4

190331 平成30年度ZEBロードマップフォローアップ委員会とりまとめ（経産省）

BEI値
0.70.60.50

0.5

0.25

（
創

ｴﾈ
ﾙｷ

ﾞｰ
）

1.0

建築的・設備的手法で

0.4

0.2

0.1

基準値

2019年2月追加

誘導基準以下

■3．ZEBとは何か BELS(建築物省ｴﾈﾙｷﾞｰ性能表示制度)のZEB表示 3-5

240830 建築物の販売・賃貸時の省エネ性能表示制度ガイドライン（第２版 改定）住宅性能評価・表示協会HP

点灯星（キラ星）

・2024年4月以降に建築確認申請を行う新築建築物を対象に、販売・賃貸する際の省エネ性能表示
（BELS：Building-Housing Energy-efficiency Labeling System）を努力義務化

↑省エネ性能ラベルの一例←BELS評価書のZEB表示例

7段階表示
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■3．ZEBとは何か ZEBの補助支援事業 3-6

251222 ネットZEB実証事業発表会2025（SII）
251029_2 住宅・建築物に関する省エネ・省CO2施策の動向（国交省）

①住宅・建築物需給一体型省エネ投資促進事業：24億
（ZEB実証事業）

②建築物等のZEB化省CO2化普及加速化事業：115億

③国交省 サステナブル建築物等先導事業（省CO2先導型）：48億内数

一般部門（非住宅・住宅）
中小規模建築物部門（非住宅）
補助率：補助対象経費の1/2以内
補助金額の上限：3億円/プロジェクト

■3．ZEBとは何か ZEBの実績-1 BELS取得状況の推移（経産省・環境省) 3-7

251222 ネットZEB実証事業発表会2025_SII（経産省）

年度件数

2024年度の着工件数
778件/1.7％＝46,000件

2024年度の着工面積
485万㎡/22％＝2,200万㎡
主要5建物用途の合計
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■3．ZEBとは何か ZEBの実績-2 2024年度のZEB達成状況（国交省） 3-8

2024 年度に適判手続きした床面積300㎡以上/11,446棟

BEI 0以下 0.25以下 0.5以下 0.6/0.7以下
太陽光除く 太陽光除く

2,026件/9,686件

2000㎡以上

260128オフィスビル等の省エネ性能に関する最新調査結果を公表（国交省・国総研）

■3．ZEBとは何か ZEB事例のデータベース 3-9

JABMEE 建築設備技術者協会


